2022年度現業･公企･公共交通部門に関わる制度政策要求
環境保全・資源循環型廃棄物行政に関わる制度政策要求

	

	１．一般廃棄物の適正かつ円滑な処理が確保されるよう、環境省が策定した「廃棄物に関する新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」に沿い、作業従事者が新型コロナウイルスに感染した場合や感染が拡大した場合等の対応や、広域連携での応援要請や他の市町村等の施設での処理にむけた調整・検討などを盛り込んだ「廃棄物処理事業継続計画」を、廃棄物処理業者と情報共有し円滑に協力して策定すること。
２．委託を含めた廃棄物処理にかかわるすべての事業者に対して、感染防止に必要なマスクや防護服などの配布を行うこと。また、防護資材の不足などにより廃棄物処理に関し支障が生じる場合は、速やかに道に相談すること。

３．住民の家庭ごみ排出時や収集運搬にともなう感染を防止するため「廃棄物に関する新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」や、環境省が作成し、道のホームページに登載されているごみの捨て方に関するパンフレットを参考に、広く地域住民に対して周知・啓発を行うこと。

４．自治体財政に影響を与える廃棄物処理施設の延命化事業や交付対象とならない廃棄物施設関連の事業、廃止した焼却炉の解体費などに対する財政措置の拡充を国や道に対して強く要望すること。

５．リサイクル関連法の円滑な運用による資源循環型社会の実現にむけ、国や道にさらなる財政措置を求めること。

６．小型電気電子機器リサイクル制度に基づき、小型家電について可能な限り多くの品目について回収を行うこと。また回収方法の住民周知についてもしっかりと行うこと。
７. リチウムイオン電池はその利便性から増加傾向にあり、発火による火災事故、廃棄物運搬時の火災についても報告されている。住民啓発や処理ルートの適正な構築、廃棄物運搬時の火災防止やリチウムイオン電池の適切な回収・リサイクルルートへの誘導のための体制を整備すること。

８．アスベストや産業廃棄物、家電などの一般家庭廃棄物の不法投棄対策として独自の監視機関を設置するなどの対策を強化することともにすでに投棄されたものに関しては適正な公的関与を行うこと。

９．ガス缶・スプレー缶の排出の際、住民の穴開け時の火災事故が多発しており、死亡事故も起きているため、住民の安心・安全のため、穴を開けない回収方法の確立を行うこと。

10．水銀含有廃棄物の回収システムを整備すること。また、水銀含有廃棄物等の処理基準に適応した施設整備に関わる予算措置を講ずること。

11．廃棄物行政の質的向上をはかるために職員の研修を拡充するとともに、循環型社会形成にむけて児童などに対しての環境教育を推進すること。また、「食品ロス問題」についても啓発活動の推進と環境教育の場で積極的に取り上げること。

12．各法改正に伴う分別収集区分の見直しに対し、行政責任による住民への指導・啓発を強化するとともに、その体制を確立すること。

13．環境維持事業の早急な復旧・復興の観点から災害廃棄物の収集運搬・処理・保管場所について、広域的な連携を構築するために関係団体などとの調整をはかること。また、緊急時に対応できる車両等機材の確保をはかること。

14．労使共同での安全作業マニュアルの策定を行い、直営、委託を問わず、作業者には作業マニュアルを徹底し、清掃職場における安全管理・健康管理に努めること。

	


学校および保育施設の給食に関わる制度政策要求
	

	１．新型コロナウイルス感染症の感染拡大により景気が低迷し、子どもが食事の回数を減らすケースが増えていることや学校の休校措置によって給食すら食べられない子どもが体重を減らし、健康的な生活が送れなかったことが報告されている。この問題は学校の三期期間（春休み・夏休み・冬休み）においても同様の事態が発生していることを踏まえ、子どもたちへの給食の提供体制を確立すること。
２．国が定める人員配置基準は現状の調理場運営方式や衛生基準体制にそぐわず、学校給食職場では慢性的な人員不足による業務過多の状況にあることから、安全衛生管理の徹底が十分に行われていない職場も見受けられる。人工の見直も含め適正な人員配置での運用とすること。
３．学校給食施設および設備の整備管理に係る衛生管理基準、ならびに労働安全衛生法第３条に基づき、食品の衛生管理を行うことはもとより、職員の健康管理を徹底する観点から、給食調理場に空調設備を設置する予算措置を行うこと。また、学校の給食配膳室において、室内や食品の温度管理が適切に行えているか調査を行うとともに適切な温度管理が出来るよう冷食品を保管する冷蔵庫等を設置する予算措置を行うこと。

４．給食従事者をはじめ全関係職員を対象とした衛生管理基準に基づいた研修会・講習会の実施と内容の充実をはかるとともに、受講対象者への参加について周知徹底と参加についての配慮など制度の整備をはかること。

５．他部署・園内・校内の連携など業務マニュアルを策定しておき、災害発生時に、自治体職員として非常召集した際の具体的な役割、災害時の調理場の活用など職務についての明確化をはかり、必要な資機材の整備を行ない、充実させること。

６．食育基本法に基づき、食育推進計画策定（改訂計画を含む）の進捗状況を明らかにするとともに、国の「食育推進計画」に基づき、専門調理師や調理師等を食育関係事業の重要な担い手として位置づけ、これら資格を有する給食調理員の有効活用を明確にし、学校における食育推進を具体的にすすめること。

	


学校用務員に関わる制度政策要求

	

	１．自治体施設関連・特に学校設備及び周辺の児童・生徒が使用する施設の危険箇所における事故の発生を想定し、早急に調査の上、必要な予算措置を講じ、またアスベスト（石綿）使用の再点検（排煙筒など）・除去や施設設備の改善をはかること。

２．学校における防犯対策を強化には、施設・設備の改善を進めるとともに、学校用務員の存在が不可欠であり、危機管理体制の一員として配置するとともに役割分担の明確化し確立すること。

３．環境教育の一環として、児童・生徒が直接関わることができる学校内での、ごみの減量、資源循環を積極的に進めるとともに、実施にあたっては学校用務員を有効に活用すること。

４．災害時の避難所として機能が求められる校舎に防災備蓄などの施設設備を充実させるとともに、学校現場と地域を熟知する学校用務員の防災体制の位置づけ、備蓄品の管理業務の確立と避難所運営に必要な実務研修制度を充実させること。

５．学校職場における公務災害防止や、児童・生徒、または当該用務員の安全確保のため、単独作業を避け複数人で作業できる体制を整えるとともに、学校用務員の作業に関する安全作業マニュアルの作成や点検を行い、チェーンソーや刈払い機の使用など危険作業への従事者へは、労働安全衛生法第59条第３項が定める特別教育の実施と、学校職場全体に関わる安全衛生体制を整備すること。また、近年、高所作業中に脚立や梯子からの転落事故が相次いでいることから。適切な転落事故防止用安全装具(ヘルメット、フルハーネス型安全帯等)を配備すること。
６．児童・生徒の安全確保や事故防止のため、学校用務員が日常業務で使用する工具や薬剤を適切に保管するため、用務員が管理できる施錠可能で安全な作業室を確保すること。

７．学校用務員業務については、その性質上から民間委託は馴染まず、シルバー人材センターへの包括委託についても違法性が高いことから偽装請負や派遣法違反に抵触する恐れが多分にあり直営による職員配置を行うこと。

	


道路維持に関わる制度政策要求

	

	１．委託を含めた道路維持にかかわる各事業者に対して、新型コロナウイルス感染防止に必要なマスクや防護服などの配布を行うなど感染防止対策を徹底するとともに、感染拡大にともなう業務停止の際の広域連携での応援要請など、体制を整えること。

２．住民の移動手段の基盤である生活道路の「安全性の確保」は、自治体の責務であり日常からの点検・補修を行うことで、緊急時における迅速な対応が可能であり、道路維持管理業務については、自治体が責任をもって行うこと。
３．労働人口不足や労働者の高齢化により、冬季の道路除雪作業を行う人員など技術系労働者の確保が今後難しくなることが予想される。将来にわたる公共サービスの維持のため、直営による運用も含めた体制の整備について検討を行うこと。
４．災害発生時には、自治体職員として非常召集した際の具体的な役割、職務についての業務マニュアルをあらかじめ策定しておき、施設・機材の整備・充実、防災担当部門など他部署との連携等などを充実させること。
５．特に近年、風水害や大雪による被害が大きく、現場での判断の遅れが２次被害を引き起こす原因となっている。現場では経験や他部署との連携を見据えた迅速な対応が必要となるため、直営による職員配置を行うこと。
６．大型重機による作業は、車両や歩行者など周囲へ細心の注意を払う必要があり、特に冬季の除排雪作業は視界不良時、夜間作業を伴うので、複数による作業を徹底すること。

	


地方公営事業（水道・下水道・電気・ガス事業）に関する制度政策要求

	

	１．経費削減や人員削減のみを目的とした民間委託は行わず、事業運営の見直しにあたっては、行政としての責任を視点とした検討に合わせ、業務委託によるリスク管理などについて、現在実施されている委託業務を含め十分な検討と検証を行うこと。

２．災害時の対応について、関係法令の遵守を視点に職員の勤務労働条件や健康管理対策などについて事前に協議を行うこと。また、災害対応マニュアル、事業継続計画（BCP）の策定、見直しにあたっては、被害を想定し、対応可能な職員の把握など実効ある危機管理体制を確立すると同時に研修や訓練の充実をはかること。

３．技術系職員の採用を行い、技術の継承のための人材確保と人材育成など必要な対応を行うと同時に中長期的な人事政策を明らかにすること。また、職員の技術継承や人材育成を視点とした人事異動の基本的考え方について、労使間で協議を行うこと。

４．総務省が進める下水道職場や簡易水道職場への地方公営企業法の適用拡大については法適用範囲の考え方を明らかにし、全部適用を検討すること。また事前に労使協議を行い検討の状況について明らかにするとともに、専門的な複式簿記を扱う事務職員の人材確保や研修などの人材育成を行うこと。適用に際しては、公共の福祉を守ることや公共サービスの低下を招くことのないよう、必要な人員と予算の確保を行うこと。
５．経営政策を含めた中長期的な事業プランなど事業の方向性や考え方について明らかにすること。また、コンセッション方式を含むＰＰＰ/ＰＦＩの導入や事業統合、事業譲渡などを一方的に進めず労使協議後に判断すること。住民へ事業の将来的な見通しや料金のあり方を丁寧に説明すること。広域化、広域連携に関する検討状況を明らかにするとともに、検討段階から十分な労使協議を行うこと。

	


公共交通部門に関わる制度政策要求

	

	１．地域公共交通再生やまちづくりが一体となった制度政策の実現に向けて、交通政策基本法や改正地域公共交通活性化再生法に基づいた地域公共交通計画の策定、法定協議会を設置して実効性を高めるため、次の対応をはかること。
①　住民・利用者の利用実態とニーズの調査を行い、地域公共交通に関するサービス、事業運営状況、事業者間の連携状況を把握すること。

②　関係計画の策定にあたっては、社会保障・育児・教育・地域振興等に関する施策との連携により、住民が安心して豊かに暮らすことのできる地域づくりに資する持続可能な公共交通ネットワークを構築すること。

２．公共交通への出資による住民の移動手段の確保が、医療・福祉・介護・子育てなどの行政サービス等地域全体の利益となる「クロスセクター効果」を波及させるため、公共交通専任部署、専任者を配置し、部局間連携を強化すること

３．自治体で働く公営・公共交通労働者の労働条件の整備に取り組むこと。また、高齢・男性労働力に頼る交通職場の構造から脱却し、若年層や女性労働力を集約する構造へ転換をはかるための施策を講ずること。

４．公営・公共交通を「移動するための手段」として誰もが等しく受益できる公共サービスと位置づけ、安全・安心を前提にMaaSなど先進的な事業等によるシームレス化に向けた検討など地域住民のための整備・拡充をはかること。

５．安全・安心な利用にかなう横断歩道や交通信号、点字パネルなどの整備・拡充、また、補助制度を活用したノンステップ、フルフラット車両の導入など、高齢者や交通弱者の移動が円滑に行われるよう、バリアフリー化に向けたマスタープラン制度も活用し、利便性向上に向けた施策をはかること。
６．「ライドシェア」については、安全性や事故発生時の補償問題・雇用によらない働き方などで多くの課題があり、単なる利便性や効率性の追求を理由に導入しないこと。

７．新型コロナウイルス感染拡大により弱体化した地域公共交通に対して、地域を支える重要なインフラとして支援し、維持・確保に努めること。
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